
 

 

 

 

代表取締役  平野賢一郎 

 

次世代育成支援対策推進法に基づき、以下の行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 

２０２５年４月１日 ～ ２０２８年３月３０日（３年間） 

２．目標 

全従業員が仕事と子育てを両立でき、長く勤められる働きやすい環境を作ることで、 

その能力を十分に発揮できる職場にする。 

３．取組内容 

(１) カムバックエントリー制度による採用率の向上 

出産・育児の理由により離職した従業員に対し、優先的に求人情報を提供するカムバック 

エントリー制度による採用目標を１０名とする。 

(２) 企業主導型ベビーシッター利用者支援制度の継続 

   内閣府のベビーシッター利用者支援事業を継続し、利用者目標を１０名とする。 

(３) ドライバー職の勤務間インターバルの社内目標設定 

ドライバー職のワークライフバランスを確保するため、勤務間インターバルの社内目標を 

１２時間とする。 

(４) 育児休業取得率の向上  

計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準にする。 

    男性社員・・・取得率を９０％以上にすること  

女性社員・・・取得率を１００％にすること 

（５）キャリア支援ネットワークの構築 

  従業員のスキルアップ、キャリア形成、各々の問題解決のため、支援ネットワークを構築する。 

産業医ならびに社会保険労務士、キャリアコンサルタントによる相談・支援体制を確立する。 

(６) 自己啓発制度の拡充 

    社員のスキルアップ、キャリア形成を目的とした資格取得プログラムを１００プログラム構成 

とし、合格までの受験料をサポートする。 

(チャレンジ精神を重視し、受験料サポート回数を無制限とする。) 

(７) 育児支援者とサポート者の相互理解に向けた職場環境の構築 

育児による時短勤務、看護休暇、妊娠時の休職、パパ育休など、安心して取得できる環境を 

目的とし、評価項目に育児支援者に対する業務サポートの実績項目を追加し、実績の有無を 

評価ポイントとして人事評価へ反映する。 

育児支援を要する社員とサポートする社員、共に働きやすい職場環境を目指す。 

４．実施時期 

２０２５年４月以降、体制の構築、規定規則の改定、全従業員への周知に取り組む。 

以上 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画 


